
 
 

 

2025年 11月 19日 

各 位 

会 社 名 竹田ｉＰホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 COO 兼 CFO   細野 浩之 

（コード番号 7875 東証スタンダード・名証メイン） 

問合せ先 上席執行役員 財務本部長    巻尾 忠臣 

TEL (052) 871-6351 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

当社は、2025 年 11 月 19 日開催の取締役会において、 2026 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社の完全子

会社である株式会社光風企画（以下、光風企画）を吸収合併（以下、本吸収合併） することを決議しましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本吸収合併は完全子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項・内容を一部省略して

開示しております。 

記 

1. 本吸収合併の目的 

光風企画は、情報コミュニケーションセグメントに属する広告事業と不動産賃貸セグメントに属する不動

産賃貸事業を行ってまいりました。一方、当社においても不動産賃貸事業を行っており、当社連結子会社で

ある竹田印刷株式会社も広告事業と同様の事業を行っていることから、業務が重複している状況となってお

ります。 

今般、当社グループ全体での経営資源の最適化と効率的な事業運営を図るべく、光風企画を当社に吸収合

併することにより、重複業務の解消と人材・経営資源の有効活用を進めるものです。これにより、当社グ

ループの競争優位性の維持・向上と経営効率の更なる強化を推進してまいります。 

2. 本吸収合併の要旨 

（１） 本吸収合併の日程 

取締役会決議日（当社） 2025年 11月 19日（水）  

取締役会決議日（光風企画） 2025年 11月 25日（火） 予定 

合併契約締結日 2025年 11月 25日（火） 予定 

実施予定日（効力発生日） 2026年 4 月 1 日（水） 予定 

※本吸収合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併に該当し、光風企画に

おいては同法第 784 条第１項に規定する略式合併に該当するため、いずれも吸収合併契約承認の株

主総会は開催いたしません。 

（２） 本吸収合併の方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、光風企画は解散いたします。 

（３） 本吸収合併に係る割当の内容 

 光風企画は当社の完全子会社であるため、本吸収合併に際して、新株式の発行および金銭等の割

当はありません。 

（４） 本吸収合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

 該当事項はありません。 



 
 

3．本吸収合併当事会社の概要（2025年３月 31日現在） 

 存続会社 消滅会社 

名称 竹田ｉＰホールディングス株式会社 株式会社光風企画 

所在地 名古屋市昭和区白金一丁目 11番 10号 名古屋市中区松原二丁目 21番 28号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長  細野浩之 代表取締役社長  嶋貫浩明 

事業内容 
グループ全体の経営方針策定・推進およ
び経営管理、不動産賃貸管理運営 

インナーブランディング、企業ブラン
ディング、広告・広報全般に関する企画
制作、不動産賃貸管理運営 

資本金 1,937百万円 10百万円 

設立年月日 1946年 11月 16日 1967年 11月 15日 

発行済株式数 8,781,000株 20,000株 

決算期 ３月 31日 ３月 31日 

大株主および持株比率 
※当社に係る持株比率は、自己株
式 454,621 株を除して計算してお
ります。 

竹田ｉＰホールディングス従業員持株会
（6.10％） 
各務美恵子（4.49％） 
株式会社三菱ＵＦＪ銀行（4.20％） 
株式会社三井住友銀行（2.88％） 
株式会社あいち銀行（2.52％） 
日本特殊陶業株式会社（2.52％） 

当社 100％ 

直前事業年度の財政状態および経営成績 

 存続会社 消滅会社 

名称 竹田ｉＰホールディングス株式会社 株式会社光風企画 

決算期 2025年３月期（連結） 2025年３月期（単体） 

純資産 18,345百万円 66,231千円 

総資産 31,488百万円 173,844千円 

１株当たり純資産 2,186.42円 3,311.55円 

売上高 34,198百万円 240,430千円 

営業利益 1,375百万円 545千円 

経常利益 1,478百万円 △293千円 

親会社に帰属する当期純利益 
（当期純利益） 

1,248百万円 △518千円 

１株当たり当期純利益 150.13円 △25.90円 

4．本吸収合併後の状況 

本吸収合併により、当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期について

は、変更はありません。 

5．今後の見通し 

本吸収合併は、完全子会社との合併であるため、当期以降の連結業績に与える影響は軽微です。 

以 上 


